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職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第37号） 

１ 職員の給与等に関する条例及び公立学校教育職員等の給与に関する条例の一部改正 

(1) 期末手当の改正 

ア 職員（再任用職員及び防災監等を除く。）の期末手当について、６月期及び12月期の支給割合をそれぞ

れ100分の130から100分の127.5（特定幹部職員にあっては、100分の110から100分の107.5）に引き下げ

ることとした。 

イ 防災監等の期末手当について、６月期及び12月期の支給割合をそれぞれ100分の170から100分の167.5

に引き下げることとした。 

(2) 期末手当の特例 

令和２年12月に支給する期末手当の支給割合を、次のア又はイに掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当

該ア又はイの割合とすることとした。 

ア 職員（再任用職員及び防災監等を除く。） 100分の125（特定幹部職員にあっては、100分の105） 

イ 防災監等 100分の165 

(3) 給料表の改正 

行政職給料表の６級に号給を追加することとした。 

２ 特別職に属する常勤の職員の給与及び旅費に関する条例の一部改正 

 (1) 期末手当の改正 

特別職に属する常勤の職員の期末手当について、６月期及び12月期の支給割合をそれぞれ100分の170か

ら100分の167.5に引き下げることとした。 

 (2) 期末手当の特例 

   令和２年12月に支給する特別職に属する常勤の職員の期末手当の支給割合を100分の165とすることとし

た。 

３ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

(1) 期末手当の改正 

任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当について、６月期及び12月期の支給割合をそれぞれ100分

の170から100分の167.5に引き下げることとした。 

(2) 期末手当の特例 

令和２年12月に支給する任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当の支給割合を100分の165とするこ

ととした。 
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 （職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の給与等に関する条例（昭和35年兵庫県条例第42号）の一部を次のように改正する。 

  第25条第２項及び第３項中「100分の130」を「100分の127.5」に、「100分の110」を「100分の107.5」に改

め、同条第６項中「100分の170」を「100分の167.5」に改める。 

  附則第７条を次のように改める。 

  （期末手当の特例） 

 第７条 令和２年12月に支給する職員の期末手当に係る第25条第２項、第３項及び第６項の規定の適用につ

いては、同条第２項及び第３項中「100分の130」とあるのは「100分の125」と、「100分の110」とあるのは

「100分の105」と、同条第６項中「100分の170」とあるのは「100分の165」とする。 

  別表第１中 

 「 

381,000 

381,500 

381,900 

382,300 

 

382,600 

393,000 

                」 

 を 

 「 

381,000 

381,500 

381,900 

382,300 

 

382,600 

393,000 

393,300 

393,600 

393,800 

 

394,000 

                」 

 に改める。 

 （公立学校教育職員等の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 公立学校教育職員等の給与に関する条例（昭和35年兵庫県条例第45号）の一部を次のように改正する。 

  第28条第２項及び第３項中「100分の130」を「100分の127.5」に改める。 

  附則第５条を次のように改める。 

  （期末手当の特例） 

 第５条 令和２年12月に支給する職員の期末手当に係る第28条第２項及び第３項の規定の適用については、

これらの規定中「100分の130」とあるのは、「100分の125」とする。 

（特別職に属する常勤の職員の給与及び旅費に関する条例の一部改正） 

第３条 特別職に属する常勤の職員の給与及び旅費に関する条例（昭和35年兵庫県条例第54号）の一部を次の

ように改正する。 

  第３条第４項第１号中「100分の170」を「100分の167.5」に改め、同項第２号中「100分の102」を「100分

の100.5」に改め、同項第３号中「100分の51」を「100分の50.25」に改める。 

  附則第18項を次のように改める。 

  （期末手当の特例） 

 18 令和２年12月に支給する特別職に属する常勤の職員の期末手当に係る第３条第４項の規定の適用につい

ては、同項第１号中「100分の170」とあるのは「100分の165」と、同項第２号中「100分の102」とあるの

は「100分の99」と、同項第３号中「100分の51」とあるのは「100分の49.5」とする。 

（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正） 

第４条 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年兵庫県条例第55号）の一部を次のように改正

する。 

  第６条第２項中「100分の130」を「100分の127.5」に、「100分の170」を「100分の167.5」に改める。 

  附則第２項を次のように改める。 
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  （期末手当の特例） 

 ２ 令和２年12月に支給する第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員の期末手当に係る第６条第２項の

規定の適用については、同項中「、第24条の３及び第25条第２項」とあるのは「及び第24条の３の規定並

びに給与条例附則第７条において読み替えて適用する給与条例第25条第２項」と、「第25条第２項中「100

分の130」とあるのは「附則第７条において読み替えて適用する給与条例第25条第２項中「100分の125」と、

「100分の170」とあるのは「100分の165」とする。 

（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第５条 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年兵庫県条例第62号）の一部を次のように改正す

る。 

  第９条第２項中「100分の130」を「100分の127.5」に、「100分の170」を「100分の167.5」に改める。 

  第10条第２項中「職員、」を「職員及び」に、「100分の130」を「100分の127.5」に、「100分の170」を「100

分の167.5」に改める。 

  附則に次の１項を加える。 

  （期末手当の特例） 

 ４ 令和２年12月に支給する特定任期付職員の期末手当に係る第９条第２項及び第10条第２項の規定の適用

については、第９条第２項中「、第24条の３及び第25条第２項」とあるのは「及び第24条の３の規定並び

に県職員給与条例附則第７条において読み替えて適用する県職員給与条例第25条第２項」と、「第25条第２

項中「100分の130」とあるのは「附則第７条において読み替えて適用する県職員給与条例第25条第２項中

「100分の125」と、「100分の170」とあるのは「100分の165」と、第10条第２項中「並びに第28条第２項」

とあるのは「の規定並びに教育職員給与条例附則第５条において読み替えて適用する教育職員給与条例第

28条第２項」と、「第28条第２項中「100分の130」とあるのは「附則第５条において読み替えて適用する教

育職員給与条例第28条第２項中「100分の125」と、「100分の170」とあるのは「100分の165」とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中職員の給与等に関する条例別表第１の改正規定は、

令和３年１月１日から施行する。 
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